
経営層が主導しなければならないＳＮＳリスクの理解と教育

法人罰1億円に代表される、過去最大級の厳正化がされた改正個人情報保

護法が2022年4月1日に全面施行されました。経営層が重きを置くべきは

個人情報保護法においては従業者個人SNSによる個人情報書き込みが情

報漏えい事案に該当する事の認識、その事前対策教育の推進です。

「炎上」を未然に防ぐための専門研修プログラム
SNS・個人情報漏えいリスクマネジメント

～オンサイト・オンライン研修から組織内講師育成までトータルサポート～

「自制」を醸成する事を目的とした専門教育

基本コンサルティング（30分）

対面/動画配信 ¥50,000-

研修内容

・SNS炎上がもたらす経営リスク

・最新の訴訟事例や判例の解説

・経営者の責任問題

1. トップマネジメント向け

基本教育（40~60分）

対面/動画配信 ¥150,000-

録画サブスクパック ¥200,000-

ハンドブック（100部） ¥80,000-

オーダーメイド教育

対面/動画配信 ¥200,000~

録画サブスクパック ¥300,000~

講師育成トレーニング

座学＋OJT ¥400,000-

PPT/ﾃｨｰﾁﾝｸﾞBook ¥400,000-

初回研修立ち合い ¥100,000-

教材改版費用 ¥100,000-

2. 従業者向け個別専門教育 3. 内部講師育成プログラム



ＪＩＰＤＥＣ プライバシーマーク審査員補（ＰＭＳ-C００８３７）

ＩＲＣＡ ＩＳＯ２７００１/ＩＳＭＳアソシエイト審査員（０１１９９１２９）

ＩＳＯ２００００/ＩＴＳＭＳアソシエイト査員（０１１９９１２９）

ＭＥＤＩＳ 上級メディカルＣＰＯ（ＡＭＣＰＯ０１００１）

ＪＰＡＣ サイバーセキュリティ管理者（ＣＳ－１８０１－０００４）
認定プライバシーコンサルタント（Ｊ-０８０１-２５２４）

研修お問い合わせ先

〈ご案内担当者〉特定非営利活動法人
プライバシー保護教育推進研究所
https://www.ppl-lab.jp/
📩 fujita@ppl-lab.jp

〒140-0002
東京都品川区東品川1-5-10

代表メッセージ

ＩＴの進化により、爆発的に広がったＳＮＳは人々の生活の一部となり、切っても切り離せ

ない存在となりました。華やかなプラスの面ばかりが注目されがちですが、「炎上」「名誉棄損」

「情報漏えい」の源泉となっており、専門教育で「自制」させるしか有効手段はありません。

長年の研究結果に基づいたメソッドで従業者の意識改革を実現させます！

企業情報

社名
特定非営利活動法人
プライバシー保護教育推進研究所
(NPO Privacy Protection Learning Laboratory)

所在地
東京都品川区
東品川1-5-10

設 立 2021年4月2日

法人番号
東京都法人番号

7010705003216
役 員

代表理事）藤田和重
理 事）平藤常夫
理 事）吉田風太

【外部講師】
福島県警サイバー犯罪対策室 サイバーセキュリティ人材育成外部講師
学校法人滋慶学園 ホワイトハッカー専攻特別外部講師

【資格】

代表理事）藤田和重

https://www.ppl-lab.jp/
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